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岩手県における市町村別 CO２排出量の推計と削減目標＊
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要 旨

県内 CO２排出量を部門別に統計指標で按分する方法により１９９０年から２００３年までの市町
村別 CO２排出量を推計した。産業構造や社会構造の変化に伴い１９９０年からの CO２排出量の
推移は市町村により大きな相違があり，中には１９９０年比で５０％以上増加した市町村も見ら
れた。各市町村が推進計画を策定するに当っては合理的な目標量を設定する必要があるこ
とから，県の推進計画を基に２０１０年の市町村別削減目標を試算した。その結果，市町村に
よっては２０１０年の削減目標が１９９０年比でプラスになる場合もあることが明らかになった。
これは推進計画が２００１年を起点として削減目標を設定しているためである。

1. は じ め に

京都議定書の発効に伴い，地方自治体はその区

域について地球温暖化対策地域推進計画（以下，

「推進計画」という。）を策定し温室効果ガスの計

画的な削減に取り組むことが求められている。岩

手県は毎年実施している県内排出量の推計結果の

動向をもとに，重点的に取り組むべき内容を盛り

込んだ推進計画を平成１７年６月に策定した。一

方，市町村においても県と同様に推進計画の策定

が求められているが，その動きは必ずしも十分と

はいえない。これは市町村単位の CO２排出量（以

下，単に「排出量」と記す。）の推計に必要な統計

資料が乏しく，市町村は計画策定の基礎となる区

域内の実態把握が困難なことが要因のひとつと考

えられる。

市町村別排出量の推計に関する既往研究として

中口らによるものがある１），２）。これは２０００年の民

生部門の推計とこれに基づく予測から２０１０年まで

に多くの市町村で CO２排出量が増加するため早急

な対策が必要だとしている。

計画的な対策を進めるためにはどのような経過

をたどって今日に至ったかを知ることがきわめて

重要である。このため本県が毎年度算定している

県内排出量推計値を基に，１９９０年から２００３年まで

の市町村別排出量を推計し，部門別の排出形態や

経年変化を捉えることができるデータベースを作

成した。また，このデータに基づき市町村別の削

減目標を試算し検討したので報告する。

2. 市町村別排出量の推計
2.1 推 計 方 法

市町村別のエネルギー消費に関する統計がない

ことから，県内排出量を基に市町村別排出量を推

計した。項目ごとの市町村内排出量の推計は次の

式によった。県内排出量の按分に用いた指標は表

1のとおりである。
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市町村排出量＝県内排出量×
市町村別指標値
県内合計指標値

一部聞き取り調査により市町村内の実態が明ら

かな排出量はそのまま当該市町村に配分した。一

般廃棄物は一部事務組合により集約処理される

ケースがあるが，排出量はごみ排出量に応じて排

出元の市町村に配分した。これはそれぞれの市町

村において排出削減に努めるべき量を明らかにす

るためである。

産業部門製造業の排出量は業種別従業者数に応

じて市町村に配分した。業種別，市町村別の従業

者数の統計には秘匿値が含まれるため，あらかじ

め次の式により秘匿値を推計した。

秘匿値＝

秘匿従業者数合計×
当該業種事業所数
秘匿業種合計事業所数

秘匿従業者数合計＝

合計従業者数－表示従業者数
2.2 推 計 結 果

得られた推計値のうち２０００年の民生部門につい

て中口らの推計値３）と比較したところ家庭は１５％

程度大きく，業務は１０％程度小さい値となった。

これは中口らの方法に見られる細部の補正を行わ

なかったためと考えられるが，過去の経緯を大ま

かに捉えるという目的においては支障ないものと

判断した。

算定した市町村別排出量の絶対値は，市町村の

規模に応じて大きな差があるためそのままでは地

域の特性を比較できない。市町村別２００３年排出量

を１９９０年比の増減率で表示したものを図 1に示

した。図 1は排出に関わる市町村の社会構造，産

業構造の特性を比較検討するため，クラスター分

析（k―means法）により４つの類型に区分してあ

る。クラスター分析に用いた市町村ごとのデータ

は人口，世帯数および製造業，民生部門家庭，民

生部門業務からの排出量増減率である。

それぞれの類型の特性を表 2に示した。県全

体では人口が減少，世帯数は微増，１９９０年比の排

出量は製造業が８％減少，民生部門家庭は１８％増

表 1 市町村への排出量配分方法の概要

部門 区分 按分指標等 出典

エネルギー
転換部門

発電 実績値 聞取り
調査

都市ガス 実績値 ガス
事業年報

産業部門

農林業 農業用機械台数 岩手県
統計年鑑

水産業 海面漁業漁獲量 〃
鉱業 鉱業就業者数 〃
建設業 建設業就業者数 〃
製造業 業種別製造業従業者数 〃

民生部門
家庭 世帯数 〃
業務 小売業就業者数 〃

運輸部門

自動車
（ガソリン）乗用車軽自動車台数 〃

〃
（軽油） 貨物用普通車の台数 〃

〃
（LPG）

LPGスタンドのある市町村に
ついて乗合用自動車の台数 〃

鉄道（JR） 主要駅乗車人員 〃
〃（民鉄）同上，一部営業距離 〃
船舶 内航商船入港船舶総トン数 〃

航空 実績値 聞取り
調査

工業プロセス部門 実績値 〃

廃棄物
部門

一般廃棄物 ごみ焼却量 岩手県
統計年鑑

産業廃棄物 製造業製造品出荷額 〃

図 1 市町村別 2003年排出量増減率（1990年比）
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加，民生部門業務は２１％増加という状況にある。

Ⅰ類型のグループは素材生産型のいわゆる企業城

下町が形成されていた市町村および山間部，沿岸

部の町村が含まれ，全般的な傾向は県全体とほぼ

同様であるが，増減率が全体に低いレベルにあ

り，とくに人口と製造業からの排出量の減少が特

徴となっている。Ⅱ類型のグループは都市周辺の

町村で，ベッドタウン化の進行により人口および

民生部門からの排出量が増加し，特に民生部門業

務からの排出量増加が著しい。Ⅲ類型のグループ

は，Ⅰ類型のグループと同様に全般的な傾向は県

全体とほぼ同様であるが，全体に増加する傾向に

あり，とくに製造業からの排出量増加が特徴と

なっている。Ⅳ類型のグループは企業の集積によ

り製造業からの排出量増加が著しい。

このように市町村においては，素材生産型産業

から高付加価値型産業への転換や県全体の人口が

減少する中での都市近郊への人口集中など，産業

構造や社会構造の変化に伴って排出形態も大きく

異なっている。

3. 市町村別削減目標の試算
3.1 試 算 方 法

１９９０年比の排出量増減率は市町村によって大き

く異なることが明らかになった。中には増加率が

５０％を超える市町村もあり，こうした市町村が県

の目標値である２０１０年までに１９９０年比－８％と横

並びの削減目標を設定することは現実的でない。

では，市町村はどのような目標を設定するのが妥

当であろうか。

県は２００１年までの県内排出量を基に，２００５年に

推進計画を策定した。２００１年の県内排出量は１９９０

年比３．３％増加していることを踏まえ，排出抑制

および新エネルギー利用に加え森林吸収量の一部

を取り込んで２００１年排出量から１９９０年比１１．３ポイ

ントに相当する１４９万 t―CO２を削減するとしてい

る。この削減目標を部門別に振り分け，さらに

２００１年の市町村別排出量の比率で配分し市町村別

削減目標量とした。新エネルギー利用量は市町村

面積で，また森林吸収量は県林業技術センターが

推計した２０００年の市町村別森林吸収量で按分し

た。
3.2 試 算 結 果

試算結果を表 3に示した。これに基づいてい

表 2 社会構造，産業構造の相違による市町村類型

グループ
増減率 CO２排出量増減率

市町村数
人口 世帯数 製造業 家庭 業務

県全体 ± ＋ － ＋ ＋ ３５

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

－
＋
±
±

±
＋
＋
＋

－
±
＋
＋＋

±
＋
＋
＋

±
＋＋
＋
±

１３
２
１６
４

表 3 市町村別削減目標の試算結果
（削減ポイント：２００１年からの削減量を１９９０年比の割合
で表示したもの）

類型 市町村
２００１年
増減率

２０１０年
削減目標

削 減
ポイント

県合計 ３．３％ －８．０％ －１１．３％

Ⅰ

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

L

M

－２５．９％
１２．８％
－０．４％
－１１．９％
３１．３％
５．７％
５．３％
－３．５％
－８．７％
９．０％
１．８％

－２６．３％
１２．５％

－２７．８％
１．０％
－８．３％
－２２．７％
９．８％

－３１．２％
－１３．８％
－３５．２％
－４５．６％
－１４．９％
－１１．０％
－１０７．３％
－１２．０％

－１．９％
－１１．７％
－７．９％
－１０．８％
－２１．５％
－３６．９％
－１９．１％
－３１．８％
－３６．９％
－２４．０％
－１２．８％
－８１．０％
－２４．５％

Ⅱ
N

O

７１．６％
２４．９％

５５．３％
１５．８％

－１６．３％
－９．１％

Ⅲ

P

Q

R

S

T

U

V

W

X

Y

Z

AA

AB

AC

AD

AE

１９．９％
－２．０％
２０．６％
２８．９％
１１．１％
１１．５％
４．７％
１９．０％
１４．５％
３３．８％
２０．０％
０．５％
７．０％
２０．６％
１５．４％
６．０％

５．３％
－１６．７％
６．９％
１９．８％
－８．４％
－１５．３％
－１３．１％
１．０％
－５．７％
１９．５％
６．５％

－３８．１％
－９．４％
１．１％

－１１．７％
－１３．６％

－１４．６％
－１４．７％
－１３．７％
－９．０％
－１９．５％
－２６．９％
－１７．７％
－１８．０％
－２０．１％
－１４．２％
－１３．４％
－３８．６％
－１６．４％
－１９．４％
－２７．１％
－１９．６％

Ⅳ

AF

AG

AH

AI

５１．０％
２７．１％
６．４％
１８．６％

３８．７％
１２．４％
－１５．４％
－５．６％

－１２．２％
－１４．８％
－２１．９％
－２４．１％
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くつかの事例を見てみる。

Ⅰ類型の A市は基幹産業である素材生産型企

業からの排出量が大幅に減少し，２００１年の排出量

は１９９０年比－２５．９％となっている。しかしながら

なお民生部門などで削減すべき量があり，２０１０年

ではさらに１．９ポイント（２００１年からの削減量を

１９９０年比の割合で表示した値。以下同様。）削減し

た１９９０年比－２７．８％が目標値となる。

Ⅱ類型の N村は人口増加により２００１年の排出

量は１９９０年比７１．６％と大きく増加している。しか

し推進計画は２００１年を起点としているため増加分

を全量削減する必要はなく，２０１０年の目標は２００１

年から１６．３ポイント削減した１９９０年比５５．３％増と

なる。これは２００１年比では９．５％の削減量である。

Ⅲ類型の P市は２００１年排出量から１９９０年比

１４．６ポイント分を削減する必要があるが，２００１年

時点で１９９０年比１９．９％増となっているため，２０１０

年の目標は１９９０年比５．３％増となる。

Ⅳ類型の AF町は２００１年の排出量が１９９０年比

５１％増で，１２．２ポイント削減した９０年比３８．７％増

が２０１０年の目標値となる。分野別の削減量割り当

ては排出量が減少傾向にある産業部門に少なく，

増加の著しい民生部門等に多く配分されているた

め，産業部門の影響が大きい AF町は民生部門の

影響が大きい市町村に比べて削減ポイントはやや

小さくなるのである。

表 3の削減ポイント量は市町村によって大き

く異なるが，これは排出抑制分だけでなく森林吸

収分などが加算されているためであり，排出抑制

分はおおむね８～９ポイントとなっている。Ⅰ類

型 L村の削減ポイント８１％のうち排出抑制分は

６．３ポイントで，他は広大な面積の森林による吸

収分が大部分を占める。このため２０１０年の削減目

標は人為的な排出量を上回る１９９０年比１０７．３％と

なっている。

4. ま と め

県内排出量を按分指標によって市町村に配分す

るという大まかな方法ではあるが，市町村の社会

的自然的特性の相違により排出形態も大きく異な

ることが明らかになった。また，こうした市町村

が国や県と横並びの削減目標を設定することは現

実的でなく，市町村によっては２０１０年の削減目標

が１９９０年比でプラスになる場合があることが明ら

かになった。これは推進計画が２００１年を起点とし

ているためで，その考え方を要約すると次のよう

に表わすことができる。

「世帯（企業）の増加によって排出量が１９９０年よ

り増加した市町村にあっては，その要因による排

出量増加分をすべて削減する必要はなく，２００１年

を起点として各世帯（企業）が努力すべき分を削減

すればよい。一方，世帯（企業）の減少によって排

出量が１９９０年より減少した市町村にあっても，各

世帯（企業）が努力すべき分は削減するよう努めな

ければならない。」

市町村においては区域内の排出形態や経年変化

を大まかに捉えたうえで，今後，市町村行政と関

わりの深い民生部門や自家用車からの排出削減を

重点的に働きかけていくことになるだろう。県は

今年度にインターネットを利用して家庭のエネル

ギー消費量等を記入していただき，診断するシス

テムを運用することとしている。これにより市町

村別に削減努力の成果を検証することが可能にな

る。県と市町村が連携して情報を収集し，的確に

評価して市町村に還元し政策に反映させていくこ

とが重要である。
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